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|「Blockchain Global Governance Conference (BG2C)」 、 


「FIN/SUM Blockchain & Business (FIN/SUM BB)」 開催 





金融 庁 と 日 本 経済 新聞 社 は 、 新 型 コ ロナ ウイ ル 
ス 感 染 症 の 感染 拡大 の 影響 で 開催 を 延期 し て いた 
国際 会 議 「Blockchain Global Governance 
Conference (BG2C) 」、「FIN/SUM 
Blockchain & Business (FIN/SUM BB) 」 を 、 
8 月 24、25 日 の 2 日 間 に か け て 開催 し まし た 。 

感染 症 対 策 に 万 全 を 期す 観点 か ら 、 参 加 者 同士 
が 「3 密 ] (密閉 空間 、 密 集 場所 、 密 接 場 面 ) を 
回 避 す る た め の 措 置 を 講じ る と と も に 、 オ ン ラ イ 
ン 会 議 シ ステ ム を 用 いた リモ ー ト 参加 お よび ライ 
ブ 視 聴 を 実現 する な ど 、 実 際 の 会 場 と オン ライ ン 
展開 の ハイ ブリ ッ ド 形式 で 開催 され まし た 。 

セッ ショ ン は 下記 アド レス か ら 視 聴 可能 で す 
日 経 XSUM Channel : 
https://www.youtube.com/channel/UCJGSIOyu 
qZLiBWOajKb8UIA 

本 カン ファ レン ス の 開幕 に 先立ち 麻生 金融 担当 
大 臣 は 、 参 加 者 の 方 に 向け 、 次 の よう に 挨拶 を 行 
0 
























































【 麻 生 金 融 担当 大 臣 挨拶 】 








みな さま 、 お は よう ご ざい ます 。 副 総理 ・ 財 務 
大 臣 の 麻生 太郎 で ご ざい ます 。 

本 日 は 、 「Blockchain Global Governance 
Conference」 及び 「FIN/SUM Blockchain & 
Business] に ご 参加 頂き まし て 、 誠 に あり が と う 
UNSC 
皆様 ご 存じ か も し れ ま せん が 、 日 本 が 議長 国 を 
務め た 昨年 の G20 に お いて 、 金 融 技術 革新 は 優先 
OS2IG UN 

昨年 に 福岡 で 開催 され た G20 ハ イレ ベル セミ 
ナー (G20 技 術 革新 に か か る ハイ レベ ル セ ミ 
誠二 0 お Uo6 SI アプ 骨 ウ クチ チェ ュー ン に 食 点 
を 当て 、 分 散 化 さ れ た 金融 技術 の 影響 に つい て 議 
OS ID 7 








規制 当局 者 、 ア カ デ ミ ア 、 金 融 業 界 、 技 術 者 の 
后 紅 年 二 人 イ か ら 参 中 し た 専 問 家 涯 に よう て 念 
散 型 金 融 ア レス テム に 対す る 健全 な ガバ ナン ス を 発 
展 さ せる た め に と り 得 る マル チ ス テー ク ホ ル ダ ー 
2 目 二 (3000 あま た 

そこ で 行わ れ た 実り ある 議論 に 支え られ 、G20 
参加 国 メ ン バ ー か ら は 、 新 た な 金融 シレ シス テム に 対 
名 ⑳0202 い 026002DNGG MRUUN2gim グ 2 トド 
ル ダ ー 間 の 協力 を 求め て いく こと で 合意 が 得 ら れ 
放し 庄 。 

2 の 2 くま IO2UOIG 信 の 0 用 の 
を 具体 化す る も の で あり 、 理 想 的 な ガバ ナン ス の 
計 築 か ら 、 技 術 や 適用 事例 の 進展 に いた る まで 、 
プ ブロック チェ ー ン に 関す る 様々 な 最 先端 の トピ ッ 
ンク 8 UM の 

ブロ ッ ク チ ェ ー ン の 活用 は 、 金 融 に お ける デジ 
タル 資産 の 分 野 に 限定 され る も の で は あり ませ ん 。 
(NOM クコ ニン 0 二 シ ン ク 00 レ 0 ョ ン (ln 
や 買 易 金融 な どの 更 な る 高度 化 を 含む 、 よ り 広 い 
分 野 に お いて 重要 な 役割 を 果たし うる の で す 。 

た と えば 、 現 在 の 広範 囲 に わた る 伝染 病 と の 賠 
OX 居 お UUNG ラ 思 ツク チョ ニン は 調度 が アラ イ バ 
シー 保護 を 備え た 接触 確認 に 対す る 一 つの 解決 策 
00 の STPUOENS2G まく 
は 将来 的 な リス ク を 防ぎ 、 そ し て 抑え 込む 能力 を 
仙 の の NG で G き SG し う 

上 0 グ 選曲 王 う (お WC 依 
と し て 規制 当局 を 敵視 され る 方 が いる か も し れ ま 
せん 。 そ れ は 、 規 制 当局 は 技術 へ の 理解 が 欠け て 
いる た め に 、 イ ノ ベ ー シ ョ ン を 阻害 する か も し れ 
Oi 二 と いう AO に 直 還 の くも の が も | れ ま せ / 

p20 朱 人 に 水 の ら れれ (の に OR 要 島 の 
ガバ ナン ス の 下 で の 適切 な 技術 の 使用 を 考え て ゆ 
く た め に 、 お 互い 協力 し 、 そ し て 協 働 し て いく こ 
と で す 。 そ うす る こと に より 、 我 々 は 人 類 の 繁栄 
と いう 共通 の 目標 へ 向け て 前 進 す る こと が で きる 
の Cd 

le 国 (の 2 の 70 レク スペ の 0 引く で の 60000 
調 の た め の 有 意義 な 議論 の 場 と な り ま すこ と を 私 
は 強く 期待 し て お り ま す 。 

最後 に な り ま す が 、 こ の イベ ント の 共催 者 で あ 
り 、 「FIN/SUM」 の 共同 パー トナ ー で あり ます 、 
日 本 経済 新聞 社 に 厚く 御礼 申し 上 げ ま す 。 

ご 静 聴 頂 き 、 心 より 感謝 申し 上 げ ま す 。 是 非 こ 
の 後 の 議 論 を お 楽し みく だ さい 。 

あり が と う ご ざ いま し た 。 ll 
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財務 局長 会 議 の 開催 に つい て 





























令 和 2 年 8 月 5 日 ( 水 ) 、 今 事務 年 度 最初 の 財 た マッ チン グ 支 援 を 加速 する た め に 「 雇 用 対策 に 
務 局 長 会 議 ぶ を 開催 し まし た 。 今回 の 会 議 は 、 新 係る 副 大 臣 会 合 ] (内 閣府 主催 ) を 開催 し た こと 、 
型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 へ の 対応 か ら 、WEB 会 内 閣 詩 の ホー ムペ ー ジ に 掲載 し た 他 省 庁 の 取組 み 
議 に て 開催 し た と ころ 、 宮 下 内 閣府 副 大 臣 (金融 も 含め た 資料 を 金融 機関 と の 対話 に 活用 いた だ き 
担当 ) 及び 神田 内 閣府 大 臣 政務 官 (金融 担当 ) も 、 た いこ と 。 

それ ぞ れ 自室 か ら 出 席 し 、 会 議 冒 頭 、 参 加 者 に 向 

2S22 SU ES 【 神 田 政務 官 挨拶 】 


神田 政務 官 よ り 、 災 害 対応 、 新 型 コ ロナ ウイ ル 
ス 感 染 症 へ の 対応 の 2 点 に つい て 、 発 言 が あり ま 
だ 


この 中 で 、 現 在 も 多く の 事業 者 が 厳し い 状 況 に 
SN ・ 無 担保 融資 な どの 
政府 の 支援 制度 も 活用 し た 金融 機関 に よ 事業 老 
支援 の 取組 み を 、 金 融 庁 ・ 財務 局 一 何で 人 選 じ で ゆい 
き 記 OO の 802 50 










































































































































































































































































【 宮 下 副 大 臣 挨拶 】 


宮下 副 大 臣 よ り 、 災 害 対応 、 新 型 コ ロナ ウイ ル 
ス 感 染 症 へ の 対応 及び 雇用 対策 の 3 点 に つい て 、 
以下 の 発言 が あり まし た 。 


第 1 に 、 災 定 対応 に 関し て 、 被 災 者 の 方 々 の 生 
活 再建 や 事業 再開 等 の 支援 に 向け て 、 金 融 機関 に 
対し 、 き め 細 や か な 支援 対応 を 促し て いた だ きた 
いと いう こと 。 5 

第 2 に 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 へ の 対応 に 上 大 の 放 近作 、 長 はじめ 人 2 
関し 、 民 間 金 融 機関 に 対し て 、 事 業者 の 資金 繰り 下部 か ら 、 富 融 行 政 の 当面 の 課題 や 金融 庁 の 取組 

AO a 5 み 等 に つい て 説明 を 行い まし た 。 こ の 中 で 、 金 融 
DSU UM ROBE 月 2 GS SS と 8 
金融 機関 の 金融 仲介 機能 強化 の た め 、 金 融 機能 強 に の 改革 の 必要 性 や 金融 i 
















































































































































































































































































; VN 題 の ほか 、 金 融 モ ニタ リン グ に お ける 金融 庁 と 財 
き El ジ ルル MH そ < 共 i 
I a 衣 局 と の 轄 的 の 必要 性 、 事 六 者 支 援 を 含む 地 地 多 

小口 ミ J f = = ーー 三田 日 戸 な と}ー 中 圭 

を 見 据え た 業務 形態 の 変更 に 向け た 金融 機能 の 総 P の 時 昌 等 に つい て 、 肝 六 局 生 と 認識 を 人 有 有する 
0 と 。 - と と も に 、 引 き 続 き 金融 庁 ・ 財 務 局 が 一 体 と な っ 
= 1 IO 2 US 

第 3 に 、 雇 用 対策 に 関し て 、 業 種 や 地域 を 超え 












































※ 金融 庁 で は 、 法 令 に 基づき 、 地 域 の 民間 金融 機関 等 の 検査 ・ 監 督 に 係る 権限 の 一 部 を 全国 11 の 財務 省 財 
訪 ( 支 ) 局 等 (沖縄 総合 事務 局 を 含む ) に 委任 し て いる と ころ 、 人 金融 庁 と 財務 ( 支 ) 局 等 と の 間 で 十分 な 
連携 を 図る 観点 か ら 、 3 か 月 に 一 度 、 財 務 ( 支 ) 局長 等 及び 金融 店 幹部 が 集まり 、 開 催す る 会 議 。 





















































































































































政策 解説 コー ナー 


企画 市 場 局 市 場 課 市 場 企画 室 課長 補佐 宮野 慶太 
(※ 本 稿 に お いて 意見 に 係る 部 分 は 筆者 の 知人 的 見解 で あ り \ 所 司 組 織 の 見 解 を 示す も の で は あ り 店 EE ん 。 ) 



















































































2020 年 8 月 5 日 、 金 融 庁 は | 金融 審議 会 市場 ワー キン グ ・ グ ルー プ 報 告 書 一 顧客 本 位 の 業務 運営 の 進展 
に た 向 凡 = を 公表 胃 ま た だ 請 本 報告 書 ぐ で 取り まとめ られ ie いる 内 容 は 多岐 に わた り ま が ここ で は 圭 
な リ ンド に つい で モ 紹 休ま すう 
1. は じ め に 【 金 融 庁 の 「 顧 客 本 位 の 業務 運営 」 の これ まで の 取組 み の 総 括 】 


2016 和 1 月 人 会 「 市 場 ワー キ rr 
ング ・ グ ルー プ 」 は 国民 の 安定 的 な 資産 形 | /2017 年 3 ET * ぶ * zono 和 Fc 較 証 IgE を 
成 の 実現 に 向け て 、「 顧 客 本 位 の 業務 運営 原則 夫 穫 RU た 金融 事業 者 に [投資 人 の 販売 会 社 に お ける 比較 可能 な 
に 関す る 原則 | (以下 「 原 則 」 と いう 。) 「 取 組 方 針 」 と 「 自 主 的 な KPT」 の 公表 を 促す 共通 KPT」 (以下 、 共 通 KPI) の 公表 を 促す 
の 策定 を 提言 し まし た 。 こ れ を 受け て 、 金 
融 庁 に お いて 2017 年 3 月 に 「 原 則 」 が 策 


定 ・ 公 表 さ れ 、「 原 則 」 を 採択 し た 金融 事 | 「 浸 透 ・ 定 着 」 に 向け た 金融 庁 の 取組 み 










































































金融 機関 の 取組 み を 比較 可能 と すべ く 「 見 える 化 」 を 進 / 融 機関 に 顧客 本 位 の 良質 な 金融 商品 ・ 
め 、 国民 に より よい 金融 機関 を 選択 し て 取引 し て も ら う サー ビス の 提供 を 競い 合わ せる 

















































































































業者 に その 取組 方 針 と 自主 的 な 成果 指標 1 . 取 組 方 針 ・KPT 公 表 等 に よる 「 見 える 化 」 の 促進 2. 金融 機関 と の 対話 に よる 取組 み の 促進 | 
ノミ ト ど 4 守 う 疲 四半 期 ご と の 「 取 組 方 針 」、 「 自 主 的 な KPT」、「 共 通 KPT」 の 公 || 毎年 、 金 融 機関 の 営業 現場 で の 顧客 本 位 の 業務 運営 の 浸透 

(K PD) の 人 表 を 促す な どの 取組 を 行 2 な 球 先 リス ト や 金融 機関 の 取組 み に つ いて の 分 析 結 果 を 公表 | 度合 い に つ いて モー タリ ング を 行い 、 そ の 結果 を 取り まとめ て 公表 

ど に より 、 顧 客 が より 良い 取組 を 行う 金 R 3 金融 計 ・ 金 融 機関 の 取組 み に 係 る 客 評価 の 実態 把握 | 

a EB a S 人 Sa : 下 融 庁 ・ 帯 司 組み に 係る 顧 竹 評 i 

事業 者 を 選択 する メカ ニズム の 実現 が 図ら 金融 金融 機関 の 取組 み に つ いて 、 願 客 目線 で の 評価 を 確認 

で き ま し た ( [Ng リ ン シ プル ベ ミス の ア する た め [「 顧 客 意識 調査 」 を 実施 し て 結果 を 公表 

グロ ローチ | ) 。 





原則 公表 か ら 3 年 が 経過 する も 、 そ れ ぞ れ の 取組 み に お いて 課題 が 見 られ 、 国民 や 金融 機関 へ の 浸透 ・ 定 着 は 道 半 ば 

















そろ 回 の 市 場 硬 キン クト ンク ル 
プ で は 、「 原 則 」 の 策定 か ら 3 年 が 経過 する 中 で 、 こ れ ま で の 進捗 を 検証 し つつ 、 顧 客 本 位 の 業務 運営 の 更 
な る 進展 に 向け た 方 策 と 超 高 齢 社会 に お ける 金融 業務 の あり 方 に つい て 、 検 討 を 行っ て きま し た 。 


2. 履 立 の 業務 運営 の 更 な る 進展 に 向け た 方 


[原則 」 の 策定 ・ 公 表 後 、 | 原則 」 を 採択 し 、 取 組 方 針 等 を 公表 する な ど 、 顧 客 本 位 の 業務 運営 に 取り 組 
む 金 融 事 業者 は 着実 に 増加 し て いる 一 方 で 、 一 部 の 金融 事業 者 に お いて は 、「 原 則 」 の 採択 自体 を 目的 化し 
て いる か の よう な 動き が 見 受け られ まし た 。 ま た 、 金 融 庁 が 2019 年 に 実施 し た 顧客 意識 調査 に よる と 、 金 融 
庁 が 金融 事業 者 に 対し て 「 原 則 ]」 の 取組 方 針 等 の 公表 を 促し て いる こと を 認知 し て いる と 回 答 し た 顧客 は 全 
体 の 3 割 程度 、 こ の うち 、 金 融 商品 の 購入 に 際 し 、 同 取組 方 針 等 を 参考 に し て いる 顧客 は 2 割 に 留まる な ど 、 
金融 事業 者 の 取組 が 顧客 に よる 金融 事業 者 の 選別 に 繋が っ て いる と は 言い 難い 状況 に ある こと が 分 か り ま し 
た 。 さ ら に 、 金融 商 品 ・ サ ービス の 販売 ・ 提 供 に あたり 、 顧 客 の 属性 や 意向 に 反する 取引 や 顧客 の 利益 を 犠 
牲 に し て 業者 の 利益 を 追求 する 行為 な どの 不適 切な 事例 が 未だ に 見 受け られ まし た 。 

こう し た 現状 を 踏ま え 、 よ り 良 い 取 組 を 行う 金融 事業 者 が 顧客 か ら 選 択 さ れ て いく メカ ニズム を 実現 し て 
いく た め 、 本 報告 書 で は 、 


(1 ) 「 原 則 」 の 具体 的 内 容 の 充実 
(2) 「 原 則 」 の 一 層 の 浸透 ・ 定 着 
( 3) 不適 切な 販売 事例 に 対す る 監督 上 の 対応 の 強化 


中 つい で 選 言 し で い 計 王 。 
具体 的 に は 、 (1) に つい て は 、 金 融 事 業者 は 、 各 原則 の 趣旨 を 踏ま えて 自主 的 に 創意 工夫 する こと が 求 
め ら れ て いる が 、 実 効 性 の ある 取組 に 繋げ られ て いな い | 原則 ] も ある た め 、 
顧客 の ライ フ プ ラン 等 を 踏ま えた 業 横断 的 な 商品 の 提案 及び 商品 提供 後 の 適切 な が フォ ロー アッ プ の 実施 
金融 商品 の 組成 に 携わる 金融 事業 者 に よる 想定 顧客 の 公表 
顧客 が 同種 の 金融 商品 と 比較 する こと が 容易 に な る よう 配 意 し た 資料 (※) を 用 いた 分 か りや すい 情報 

















































































































































































































ュー 















































提供 
を 「 原 則 | に 追加 する こと が 適当 で ある 、 と し て いま す 。 
(※) 金融 商品 の リス ク や 手数 料 、 利 益 相 反 等 を 簡潔 に 記載 し た 「 重 要 情 報 シ ー ト 」 が 積極 的 に 用 いら れる こと が 3 
































望ま し い 。 























金融 審議 会 市 場 ワー キン グ ・ 


グル ー プ 報告 書 「 顧 客 本 位 の 業務 運営 の 進展 に 向け て 」 概 要 (2020 年 8 月 5 日 ) 





原則 」 の 策定 か ら 3 年 が 経過 する 中 、 そ の 定着 状況 を 検証 し 、 更 な る 進展 を 目指 す 。 


ロ 認知 判断 能力 が 低下 し た 高齢 願 客 や その 家族 等 に 対し て 、 願 客 本 位 の 観点 か ら 、 安 心 で 利便 性 の 高い 対応 を 充実 。 


























良い 金融 





業者 は 本 原則 を 採択 し 、 その 取組 の 「 見 える 化 」 に より 、 顧客 が より 
) 








図る ( 





「 プ リン シ プ ル ベー ス の アプ ロー チ 」) 。 








CD 2 
金融 事業 者 の 取組 が 顧客 に よる 人 金融 事 | ロ 「 順 客 本 位 の 業務 運営 に 関す る 
業者 の 選別 RC は 言い 難 
い 状 況 に ある こと な ど を 踏ま え 、 顧 客 EEIOETEREE EE 
が より 良い 取組 を 行う 金融 事業 者 を 選 |" 922 に XAO 天 5 ( 
別 し や すく する た め 、 金融 庁 に お いて 、 【7 つ の 原則 














金融 事業 者 に よる 「 原 則 」 の 取組 状況 
を 個別 の 項目 毎 に 比較 可能 な 形 で 公表 






































する と と を 意 言 し で い 誤 ず 。 


(9) で 
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レラ 
主 


融和 





中 業者 の ベス ト ・ 








ブ プラクティス を 追求 する 以前 の 問題 と 


し て 、 不 適切 な 


ED 


融 商 品 取 引 法 」 




















列 が 見 受け られ る こ 


持 














いて は 、 





性 原則 の 内 容 を 
に 機能 させ る こと を 求め て いま す 。 











臣 と ボ 双 + ピ 全 上 
TL 指 


な BUEI 
の 誠実 公正 義務 や 適合 
明確 化し 、 法 機能 








2. 顧客 の 最善 の 利益 の 追求 


5. 重要 な 情報 の 分 か りや すい 提供 


半 願 客 本 位 の 業務 運営 の 更 な る 進展 
「 原 則 」 の 具体 的 内 容 の 充実: 実効 性 を 高め て いく た め 、 原 則 に より 求め られ る 具体 的 な 取組 (原則 の 注記 ) に 以下 を 追加 
! ・ 顧 客 の ライ フ ブ ラン 等 を 踏ま えた 


! ・ 金 融 商品 の 組成 に 携わる 金融 


1. 顧客 本 位 の 業務 運営 に 関す る 方 針 の 策定 ・ 
3. 利益 相反 の 適切 な 管理 
6. 顧客 に ふさ わし い サ ービス の 提供 


ab6 
・ 手 数 料 等 の 明確 化 
7: 従業 員 に 対す る 適切 な 動機 づけ の 枠組 み 等 


業 横断 的 な 商品 の 提案 及び 商品 提供 後 の 適 切な フォ ロー アッ プ の 実施 
『 業 者 に よる 想定 顧客 の 公表 





! ・ リ スク や 手数 料 、 利 益 相反 等 の 1 





情報 を 比較 で きる よう 、 各 業者 ・ 商 品 毎 の 共通 の 情報 提供 フォ ー ム (「 重 要 情 報 シ ー ト 」) の 導入 ! 











ie 「 原 則 」 の 一 層 の 浸透 ・ 定 着 : 金融 庁 に お いて 、 事 業者 の 取組 状況 等 を 「 原 則 」 の 項目 毎 に 比較 可能 な 形 で 公表 











e 不適 切な 販売 事例 の 効果 的 な 抑制 : 法律 上 の 誠実 公正 義務 や 適合 性 原則 の 内 容 を 明確 化す る た め 監 督 指針 を 改正 


選 こ ここ ここ ミ ここ ここ こと こ ニコニ ミニ ニニ ニニ こ ニュ ミニ 





3. 超 高 齢 社会 に お ける 金融 業務 の あり 方 





わが 
の 低下 





玉 
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ご 寿 














保有 し 





i 
に 認 
ー 中 


特 ( 


く こ と が 期待 され て いま す 。 そ こ で 、 本 報告 書 は 以下 の 項 


め て い 


だ 


EB 
誠に 


断 能 








逢 判 
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に お いて は 、 急 速 に 高齢 化 が 進ん で お り 、 


る 可能 性 が あり ます 。 
高齢 者 は 金融 事業 者 の 
地域 社会 に 














(1 ) 金融 取引 の 代理 等 の あり 方 
(2 ) 金融 機関 と 福祉 関係 機関 等 と の 連携 強化 


(3 ) 金融 業界 に お ける 好 事 例 の 集約 ・ 


MI 
機関 の 


つい 


WM 





= ミカ 
ヽ BB 


て は 、 高 齢 顧客 が 








窓口 に 








や 介護 な ど 明 ら か に 
の で あれ ば 、 そ の 取引 を 
針 を 策定 する こと が 期待 され る 、 と し て いま す 。 





(2 


われ る 顧客 に 対し て 、 


な 連携 


Sd 
に 連携 を 行っ て いく べき か に 





(3 


① 高 齢 者 の ニー ズ ! 











ME 


つづ つい 


肉 容 央 る 
預金 通 


























)【 


選 つ いい 





相談 窓 

















社会 に 
され て 


また 、 高 齢 者 毎 の 認知 天 
術 を 活用 し た 高齢 者 の 能 


sid 


ヨ ら 赴く こと が 難し く な 


本 人 の た め の 支 出 
認め る な ど 、 





顧客 の 権利 擁護 
金融 機関 が 行 
いて 、 今 後 、 金 融 業 界 
上 硝 や キャ ッシュ カー ド 


で 

















て は 、 超 高齢 者 社会 に 
こ 応 える 金融 商品 ・ 


政 や 福祉 関 




















将来 的 に 











誰 も が 自ら 又は 家族 の 認知 判断 能力 や 身体 機能 


























ES 
金融 商品 ・ 


の 場合 、 














サー ビス を 受け る 顧客 と 








家計 の 金融 資産 の 3 分 の 2 を 60 歳 以上 の 世帯 が 
し て 重要 な 位置 を 占め て いま す 。 
































お ける 生活 イン フラ と し て 重要 な 役 財 
力 の 低下 し た 高齢 顧客 の 様々 な 課題 や ニー ズ に 対 




















を 担う 金融 事業 者 に お いて は 、 高 齢 顧客 、 


応 し 、 顧 客 本 位 の 業務 運営 に 取り 組ん で い 


















































団体 に お ける 指針 の 策定 等 を 求 





に つい て 、 業界 

















還元 と 指針 策定 





知 判 断 能力 や 身 


っ た 場合 に 、 











本 機能 
本 人 に 代わ っ て 取引 を 行 お うと する 者 で あっ て も 、 医 療 





の 低下 等 に より 、 従 前 の よう な 人 金融 取引 や 金融 











で あり 、 病 院 
各 金 呈 








ン 

















に 医療 費 を 直接 振り 込む な ど 、 手 続き が 担保 され て いる 
機関 が 柔軟 な 対応 を 行い や すく な る よう 、 








金融 業界 に お いて 指 


田 

















や 適切 な 資産 形成 ・ 





導 








< 








管理 の 観点 か ら 、 認 知 3 
徐 機 関 等 と 連携 し て 支援 する こと の 必要 性 と と も に 





間断 能力 の 低下 が ある と 思 
こ 、 具 体 的 











に お いて 指針 を 策定 する こ @ と が 重要 で ある と 指摘 し て いま す 。 この 指 


を 頻繁 に 紛失 する 等 、 





お ける 業務 の あり 方 ( 





口 の 案内 、④ 人 金融 商品 販売 後 の フ ォ ロ ー 
お ける 業務 の あり 方 に 関す る 共通 の 8 





] 断 能 





・ 状 況 








デポ ツタ 、 
a 





顧客 に どの よう な 兆候 ・ 行 動 が 認識 され た 場合 














つい て 例示 され る こと が 期待 され て いま す 。 
(UN っ き 喝 

SPA 0 ② 認 知 判 断 能 力 の 低下 ( 
SAR 業界 の 好 事 例 を 





全体 の レベ ル ア ッ プ を 図る た め 、 
に 備え た 事前 の 取組 、③ 高 齢 者 の 
集約 ・ 還 元 な ど 、 超 高齢 
する こと が 有効 で ある と 












































全体 と し て 指針 を 策定 











に 応じ た 対応 や 本 人 の 状況 か ら 

















見 て 不相応 な 取引 の 検知 な ど 、 デ ジタル 技 

















に 応じ た きめ 細か な 対応 の 研究 や 、 超 高齢 社会 の 




















進展 を 踏ま えて 本 人 以外 


融 契 約 の 有無 を 照会 で きる シス テム の 検討 の 必要 性 も 指摘 され て いま す 。 


今後 の 対応 




















今後 
いる か 、 


金融 庁 に 
フォ ロー 





お いて は 、 金 融和 ョ 
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肝 業 者 の こう し た 取組 が 実際 に 顧客 の 


だ 




















ジ 成 支援 と いう 成果 に 





撃 が っ て 
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CLDCam ァ mmummmmm て mmーm れ 

































































(※ 本 稿 に お いて 意見 に 係る 部 分 は 筆者 の 固 人 的 見 解 で あ り 展 所 属 組織 の 見 解 を 示す も の で は あ り 0 ) 


本 年 8 月 4 日 、 証 券 取引 等 監視 委員 会 は 、「 令 和 2 事務 年 度 ※1 証券 モニ タリ ング 基本 方 針 ] (基本 方 
針 ) を 公表 ※2 し まし た 。 本稿 で は 、 そ の 概要 を 紹介 し ます 。 


9000 



































図 1 : 証券 モニ タリ ング 対象 業者 数 の 推移 


= 自主 規制 機関 等 





(正本 証券 業 協 会 等 
証券 モニ タリ ング に お いて は 、 業 態 や 規模 だ け 人 こら 適格 機関 投資 家 等 特例 業務 居 出 者 
で は な く 、 ビジネ スモ デル 等 を 含め た 多角 的 な 観 7000 I et 


点 で リス クア セス メン トト を 行い 、 リ スク ベー ス で 

オン サイ ト ・ モ ニタ リン グ 先 を 選定 する オン ・ オ nmo 
フー 体 の 取組 を 継続 し て いき ます 。 0 
特に 、 以 下 の よ うな 場合 等 を 中 心 に 、 オ ン サ イ 9 (| 風 | 
ト ・ モ ニタ リン グ を 実施 し 、 深 度 あ る 検証 を 行い 。 。。 ll ml im 
ます 


- 投資 助言 ・ 代 理 業者 


ョ 信用 格付 業者 


呈 投 資 法人 (J・ リ ー ト 等 ) 


li 


8 eR 
④ 個別 の 法令 違反 事項 の 発生 や 業務 運営 態勢 awe lalalal roe 























] 110 第 二 種 金融 商品 取引 業者 
(ファ ンド 販売 業者 等 


加登 録 金融 機関 (銀行 等 ) 


に 懸念 が あり 、 早 期 に 深度 ある 検証 が 必要 な 
状況 2.000 
② リス ク の 所 在 が 不明 確 な 金融 商品 を 取り 扱 Rn 
い 、 そ の 勧誘 実態 等 の 検証 が 必要 な 状況 
③ オフ サイ ト ・ モ ニタ リン グ に よる 情報 分 析 0 
だ け で は 業務 運営 等 の 実態 が 必ず し も 把握 で 
き な い 状況 (検査 未 実施 期間 が 長期 化し て いる 場合 を 含む ) 
④ 分別 管理 が 適切 に 行わ れ て いな いな ど 、 投 資 者 保護 上 、 重 大 な 問題 が 懸念 され る 状況 
カン (NN 昌三 200 ラク お UGC に 問題 点 を 指摘 し ? 中 処分 勧告 等 を 行う に と ど ま ら ず 、 
問題 の 全体 像 を 把握 し 、 原 因 を 究明 する こと に より 、 実 効 性 の ある 再発 防止 策 の 策定 に つなが る よう 取り 組 
ん で いき 
さら に 、 問 題 が 顕在 化し て いな いも の の 、 業 務 運 営 態勢 等 に つい て 改善 が 必要 で ある と 認め られ る 場合 に 
中 間 題 意識 を モニ タリ ング 先 と 共有 し 、 実 効 性 ある 内 部 管理 態勢 の 構築 等 を 促し て いき ます 。 
無 登録 で 金融 商品 取引 業 を 行っ て いる 業者 に つい て は 、 情 報 を 積極 的 に 収集 ・ 分 析 し て 調査 を 行い 、 裁 判 
所 へ の 違反 行為 の 禁止 命令 等 の 申立 て を 行う な ど 、 投 資 者 被害 の 拡大 防止 に 向け た 取組 を 進め て いき ます 。 


2 態 横断 的 な テー マ 別 モニ タリ ング 事項 


以下 の 事項 に つい て 、 金 融 庁 関連 部 局 と 連携 し つつ 、 モ ニタ リン グ を 行い ます 。 

① 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 影響 下 に お ける 顧客 対応 や ビジ ネス モデ ル の 変化 
例え ば 、 i . 価 格 変 動 が 著しい 投資 資産 を 有する 顧客 へ の 対応 状況 、 ji. 投資 者 の 不安 に 乗じ た 悪質 な 
取引 、 ij. 従来 型 の 対面 営業 に 依存 し た ビジ ネス モデ ル の 持続 可能 性 な ど 、 著 し い 環 境 変化 に よる 財務 
を 含む 経営 へ の 影響 、iv. 資 金 調達 吉 要 に 対応 する 引受 業務 の 適切 性 等 の 検証 を 行い ます 。 

② 適合 性 原則 の 明確 化 を 踏ま えた 適正 な 投資 勧誘 等 に 重点 を 置い た 顧客 本 位 の 業務 運営 の 定着 状況 
a ば 、 過 大 な 営業 目標 や 現場 の リソー ス を 超え た 多大 な 負担 か ら 生じ 得 る 投資 家 へ の 不適 切な 営業 

可能 性 を 念頭 に 、 必 要 な 内 部 管理 態勢 の 構築 状況 、 こ うし た 問題 の 背後 に 洪 む 経営 の 意図 ・ 経 営 資源 

の 分 な 配分 等 に 着目 し て いき ます 。 

@⑧) サイ バー セキ ョ リティ 対策 の 圭 分 人 隆 や ア 自 ッ ク チ ェ エー ン を 活用 し た 証券 ビジ ネス を 含め た シス テム リ 
スク 管理 の 対応 状況 

〈④ マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング 対策 及び テロ 資金 供与 対策 (AML/CFT) に 係る 内 部 管理 態勢 の 定着 状況 

⑤ 内 部 監査 の 結果 及び 自主 規制 機関 の 監査 等 で 指摘 され た 事項 に 係る 改善 策 及 び 再 発 防止 策 の 取組 状況 


3. 規模 ・ 業 態 別 の 主 な 検証 事 ! 


昨 事 務 年 度 の モニ タリ ング の 結果 や 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 証券 分 野 へ の 影響 を 踏ま えつ つ 、 以 下 の 
順 を 中 心 に 検証 を 行い ます 。 





"高速 取引 行為 者 





54 第 一 種 金融 商品 取引 業者 
(証券 会 社 等 ) 





27 年 度 28 年 度 29 年 度 30 年 度 元 年 度 
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※1 令 和 2 事務 年 度 は 令 和 2 年 7 月 か ら 令 和 3 年 6 月 まで を 指す 。 
※2 本 年 8 月 4 日 公表 、「 令 和 2 事 務 年 度 証券 モニ タリ ング 基本 方 針 ] : https://www.fsa.go.jp/sesc/news/c 2020/2020/20200804-1.htm 
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(9 ) 


な お 、 高 : 


8 
ヨ 


大 手 証券 会 社 グ ルー プ ※3 








各 グ ルー プ を 取り 巻く 経営 環境 を 念頭 に 置き つつ 、 国 内 外 の 業務 展開 を 支え る ガバ ナン ス ・ リ スク 





















































管理 熊 土 の 整備 状況 、 持 続 可 能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 に 向け た 取組 、 プ リン シブル に 則 し た 実効 性 














の ある コン プラ イア ンス 態勢 確立 へ の 取組 、 顧 客 本 位 の 業務 運営 の 浸透 ・ 定 着 に 向 
CFT へ の 取組 状況 等 に つい て モニ タリ ング を 行い ます 




















ナ た 取組 、AML/ 








3 メガ バン ク グ ルー プ の 証券 会 社 に 対し て は 、 銀 証 連 携 に よる 顧客 基盤 の 拡大 を 進め て いる こと を 











踏ま えた 利益 相反 管理 態勢 等 の 対応 状況 に つい て も 検証 を 行い ます 。 
外国 証券 会 社 


















































バッ クオ フィ ス 業 務 の 海外 委託 の 進展 状況 や ビジ ネス モデ ル の 構造 的 な 変化 に 対 

































































応 し た 内 部 管理 能 





勢 の 整備 状況 等 、 我が国 金 融 機関 等 向け に 販売 する 金融 商品 の 動向 や 当該 商品 の リス ク に つい て 検証 


を 行い ます 。 
ネッ ト 系 証券 会 社 














グル ー プ 全体 の 戦略 や 運営 方 針 を 念頭 に 置き つつ 、 取 扱 金融 商品 の 増大 や 金融 商品 仲介 業者 を 活用 
し た 対面 営業 へ の 進出 ・ 拡 大 等 に 係る 内 部 礼 理 態勢 の 整備 状況 、 サイバー セキ ュ リ ティ を 含む シス テ 



























































ムリ スク 管理 の 実施 状況 に つい て 検証 を 行い ます 。 
準 大 手 証券 、 地 域 証券 会 社 等 




















適合 性 原則 へ の 対応 も 含め 、 外 国 株 式 や 高利 回 り 金 融 商品 等 に お ける 不適 切な 勧誘 行為 等 、 投 資 者 
































保護 の 観点 か ら 問 題 の ある 行為 に つい て 検証 を 行い ます 。 
外国 資本 等 の 参加 に より 主要 株 主 や 経営 体制 が 変更 され た 証券 会 社 に 対し て は 、 
ガバ ナン ス の 観点 か ら も 検証 を 行い ます 。 
外国 為替 証拠 金 取 引 業 者 

リス ク 情 報 の 開示 状況 や スト レス テス ト の 実施 と 自己 資本 へ の 反映 状況 等 、 決 済 
化 に 係る 内 閣府 令 を 踏ま えた 取組 状況 に つい て 検証 を 行い ます 。 












































































































































































































































ビジ ネス モデ ル や 


リス ク 管 理 等 の 強 


























投資 運用 業者 

利益 相反 管理 態勢 、 外 部 委託 運用 に 対す る 運用 管理 態勢 、 適 正 な 時 価 を 把握 する 体制 の 整備 状況 等 
居 @ い 栓 証 を 和合 いま の 

紅 替 資産 へ の 投資 に つい て は 、 現 状 把握 を 継続 し て いき ます 。 
投資 助言 ・ 代 理 業者 図 2 : 検査 終了 件 数 




















顧客 に 誤解 を 生じ させ る 広告 手法 を 用 いて いな いか 、 
虚偽 の 説明 に よる 勧 読 を 行っ て いな いか 等 に つい て 検 








検査 終了 件 数 





(単位 : 件 数 ) 





証 を 行い ます 。 


金融 商品 取引 業者 












第 一 種 金 融 商品 取引 業者 











第 二 種 金融 商品 取引 業者 、 適 格 機関 投資 家 等 

















第 二手 金融 商品 取引 業者 








特例 業務 届出 者 





投 次 助言 ・ 代 理 薬 者 












高利 回 り を 掲げ た ファ ンド や 出資 対象 事業 の 実在 性 
































投 次 運用 業者 



























等 に 着目 し た モニ タリ ング を 行い 、 投 資 者 等 か ら 寄せ 





登録 金融 指 関 



































半 衝 回 了 球 員 符 休 務 馬 出 知 


られ た 情報 の 分 析 等 を 通じ た リス クベ ー ス の 検証 を 行 
























金融 商品 仲介 業者 


いま す 。 








信用 格付 業者 














皇 業者 
喜 珠 華 








自主 規制 機関 等 








投資 法人 





裁判 所 へ の 違反 行為 の 禁止 命令 等 の 申立 て に 係る 調 

















その 他 
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権限 を 活用 し て いき ます 。 










































































売買 管理 等 に つい て 検証 を 行い ます 。 
























































4. 関係 機関 と の 連携 等 











速 取引 行為 関連 の 業務 に つい て は 、 注 文 管理 態勢 及び シス テム 管理 態勢 等 受託 業務 に お ける 内 部 
管理 態勢 の 整備 状況 、 取 引 所 ・ 私 設 取引 シス テム (PTS) ・ ダ ー ク プー ル と いっ た 複数 の 市 場 を また ぐ 注 文 
££ 


こ 、 暗 号 資産 デリ バテ ィ ブ や 電子 記録 移転 権利 、 商 品 先物 等 に 係る 業務 に つい て は 、 各 業態 の リス ク 特 
性 に 応じ た 検証 を 行い ます 。 


証券 監視 委 と 各 財 務 局 等 は 、 オ フサ イト 及び オン サイ ト ・ モ ニタ リン グ 双 方 の 計画 策定 か ら 、 緊 密 に 連携 














し 、 合 同 検査 を 実施 し て いき ます 。 

















吉江 

















※3 大 



































、 和 上 自主 規 制 機関 と も 緊密 に 連携 し 、 金 融 商品 取 引 業 者 等 の 監査 関係 者 及び 社外 取締 役 に 対 し て も 、 検 










































































E 証 券 会 社 グル ー プ : グロ ー バ ル に 活動 する 国内 証券 会 社 




















査 結果 を 講評 時 等 に お いて 共有 する 等 に より 、 改 善 に 向け た 自主 的 な 取組 を 促し て いき ます 。 


政策 解説 コー ナー 


公認 会 計 士 ・ 監 査 番 査 会 事務 局 審 資 検査 室長 野村 昭文 


(※ 本 稿 に お いて 意見 に 係る 部 分 は 筆者 の 個人 的 見 解 で あり 、 所 属 組 織 の 見 解 を 示す も の で は あり ませ ん 。) 














































































































公認 会 計 士 ・ 監 査 審査 会 (以下 「 審 査 会 」) は 、 公 認 会 計 土 監査 の 質 の 確保 ・ 向 上 の た め 、 和 監査 事務 
所 (監査 法人 及び 公認 会 計 士 ) に 対す る モニ i 








に 基づき 実施 し て いま す 。 本 年 7 月 14 日 に 令 和 2 事務 年 度 の モニ タリ ング 基本 計画 ※1 を 公表 し まし た 
の る の ボイン トド II つり 0 人 NNU まり 

令 和 2 事務 年 度 の モニ タリ ング 基本 計画 の 策定 に 当たっ て は 、 審 査 会 の モニ タリ ング 基本 方 針 ( 令 和 
元 年 5 月 17 日 公表 ) に 掲げ る 視点 及び 目的 等 並び に 最近 の 監査 業務 や 不正 会 計 等 の 動向 、 監 査 事務 所 
に お ける 品質 管理 の 現状 な どの 監査 事務 所 を めぐ る 環境 を 踏ま えて 、 モ ニタ リン グ の 基本 的 な 考え 方 や 
重点 検証 項目 な ど を 検討 し まし た 。 


(1) 監査 事務 所 を めぐ る 環境 く < 審査 会 に よる 審査 、 報 告 徴収 及び 検査 の スキ ー ム > 





























0 
染 症 の 急速 な 感染 拡大 は 、 企 業 決算 や 監査 
に A 本 し だ 。 情 に 、 
(CC 
発生 する と と も に 、 対 応 する 監査 業務 に 
0 な いで ピー 
に 係る グル ー プ 監査 な ど 監 査 実施 上 の 制約 
が 生じ 、 監 査 業務 の 遅延 や 監査 意見 へ の 影 
導 00 の 0UNSS 人 SI の 0N 0 KU 
へ の 対応 と し て 、 日 本 公認 会 計 士 協会 ( 以 日 本 公認 会 計 士 協会 
下 「 協 会 ] ) か ら a 

公表 され た ほか 、 関 係 者 に より 連絡 協議 会 が 設置 され まし た 。 


監査 事務 所 に お いて も 、 構 成員 を 原則 在宅 勤務 と する ほか 、 留 意 事 項 な ど に 基づき 、 代 替 的 な 監査 手 
続 を 実施 する な どの 対応 を 図っ た ほか 、 品 質 管理 等 に つい て 、 オ ン ラ イン 会 議 シ ンス テム を 活用 する な ど 
非 対 面 で 実施 し て いる 監査 事務 所 も 見 られ て いま す 。 ま た 、 大 手 監査 法人 を 中 心 に 、I[ を 活用 し た 被 
査 会 社 等 に 赴 か な い 監 査 業務 の 実施 (いわ ゆる 「 リ モー ト 監 査 ] ) を は じ め と する 監査 業務 の IT 化 が 一 
層 進 展 す る こと が 想定 され て いま す 。 


他方 、 海 外 を 含む グル ー プ 会 社 に 対す る 管理 が 十分 で な い 事 例 な ど 、 不 適切 な 会 計 処 理 等 に 関す る 適 
時 開示 を 行っ た 上 場 会 社 は 増加 の 傾向 に あり ます 。 

















行政 処分 その 他 の 措置 









③ 報 告 徴収 、 検 査 ③ 報 告 徴収 、 検 査 







































































肢 















































(2) モニ タリ ング の 基本 的 な 考え 方 

本 事務 年 度 の モニ タリ ング の 実施 に 当たっ て は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 に よる 監査 業務 へ の 影響 
等 を 踏ま え 柔 軟 に 対応 する と と も に 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 拡大 も 一 つの ぁ 本 
所 に 対す る 審査 会 の モニ タリ ング が 、 双 方 に と っ て より 効率 的 で 実効 性 の ある も の と な る よう モニ タリ 
ング の 実施 方 法 な どの 見 直し を 検討 する こと と し て いま す 。 
































※1 本 年 7 月 14 日 公表 、「 令 和 2 事務 年 度 監査 事務 所 等 モニ タリ ング 基本 計画 : 
https://www.fsa.go.jp/cpaaob/shinsakensa/kihonkeikaku/20200714/20200714-1.html 









































モニ タリ ング に お いて 重視 する 事項 と し て は 、① 監 査 品質 の 向上 に 向け た 監査 事務 所 経営 層 の コミ ッ 
トメ ント 、② ガ バナ ンス 等 の 経営 管理 態勢 の 実効 性 、③ 監 査 を めぐ る 動向 を 踏ま えた 状況 把握 (新型 コ 
ロナ ウイ ルス 感染 症 に よる 監査 業務 へ の 影響 等 、 海 外 子 会 社 に 係る グル ー プ 監査 、 監 査 契約 の 新規 の 締 
結 ) 、④IT を 活用 し た 監査 と サイ バー セキ ュ リ ティ 対策 等 の 状況 把握 、 を 掲げ て いま す 。 
































































































































(3 ) モニ タリ ング の 実施 


(IINIC EEー ス リン / 
審査 会 の 限ら れ た 検査 資源 の 下 で 、 監 査 事務 所 全体 の 監査 の 品質 の 確保 ・ 向 上 を 促す た め に は 、 
報告 徴収 を 有効 に 活用 する こと が 重要 で あり 、 報 告 徴収 ・ ヒ アリ ング の ほか 、 協 会 の 品質 管理 レ 
ビュ ー の 検証 、 関 係 団体 と の 意見 交換 ・ 連 携 な ど を 通じ た 情報 共有 の 一 層 の 強化 な ど を 実施 する こ 
らし で い 議 。 


② 検査 
監査 事務 所 の 規模 ※2 や 態様 に 応じ た 検査 を 実施 する こと と し て いま す 。 

・ 大 手 監 査 法人 に 対し て は 、 資 本 市 場 に お いて 重要 な 役割 を 担っ て いる こと に 鑑み 、 原 則 、 通 常 
検査 と フォ ロー アッ プ 検 査 を 交互 に 毎年 検査 を 実施 する 。 な お 、 本 事務 年 度 の フォ ロー アッ プ 
検査 は 、 通 常 検査 に お ける 指摘 事項 の 改善 施策 の 検証 を 中 心 に 、 よ り 効 率 的 ・ 効 果 的 に 実施 

・ 準 大 手 監査 法人 に 対し て は 、 監 査 業界 に 重要 な 位置 を 占め て いる こと か ら 、 原 則 と し て 3 年 ご 
と に 検査 を 実施 




























































































































































































































































































































































































・ 中 小 規模 監査 事務 所 に 対し て は 、 協 会 の 品質 管理 レビ ュー の 結果 、 被 監査 会 社 の リス ク の 程度 
質 管 理 A 


し 
等 を 勘案 し 、 品 質 管 理 態勢 の 早急 な 確認 が 必要 な 監査 事務 所 に つい て 、 重 点 的 に 検査 を 実施 

検査 に お ける 重点 検証 項目 と し て は 、 大 手 監査 法人 ・ 準 大 手 監査 法人 に お いて は 、 経 営 層 に よる 業務 
管理 態勢 や 品質 管理 態勢 、 ガ バナ ンス 態勢 の 実効 性 の 検証 の ほか 、 海 外 子会社 を 含む グル ー プ 監査 や 不 
正 リ スク へ の 対応 状況 の 検証 な ど を 掲げ て いま す 。 中 小 規模 監査 事務 所 に お いて は 、 監 査 資源 の 状況 を 
は じ め と する 品質 管理 態勢 の 検証 に 加え 、 会 計上 の 見 積 り 、 不 正 リ スク へ の 対応 、 グ ルー プ 監 査 に お け 
る 監査 手続 な ど を 重点 検証 項目 と し て いま す 。 な お 、 令 和 3 年 3 月 期 よ り 、 上 場 会 社 等 の 監査 報告 書 に 
お いて 、 監 査 上 の 主要 な 検討 事項 (KAM) の 記載 が 求め られ る こと か ら 、 導 入 に 向け た 対応 状況 に つ 
NINEIESONSS CGN ま 9 

< 直近 5 年 間 の 検査 の 実施 状況 (着手 日 ペース) (単位 : 事務 所 数 ) > 
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注 1) 平成 28 年 7 月 か ら 事務 年 度 に 変更 。 な お 、 平 成 28 事 務 年 度 は 変更 期 で ある た め 、 平 成 28 年 4 月 か ら 6 月 まで の 実績 も 含ん で い 
































ON = 











注 2 ) 括弧 内 は フォ ロー アッ プ 検 査 を 実施 し た 事務 所 数 を 内 数 と し て 記載 し て いる 。 
(4 ) モニ タリ ング 情報 の 提供 
モニ タリ ング の 結果 や 状況 等 に つい て は 、 そ の 内 容 を わか りや すく 取り まとめ た 上 で 、 会 計 ・ 監 査 関 
係 者 だ け で な く 、 市 場 関係 者 も 含め た 多く の 方 々 に 広く 情報 提供 し て いく こと と し て いま す 。 こ うし た 
観点 か ら 、 「 モ ニタ リン グレ ポー ト 」 ※3 及び 「 監 査 事務 所 検査 結果 事例 集 ] ※4 を 改訂 し 、 7 月 14 日 
NG の 
※2 | 大 手 監査 法人 」 は 、 上 場 会 社 を 概ね 100 社 以上 被 監査 会 社 と し て 有 し 、 か つ 常 勤 の 監査 実施 者 が 1.000 名 以上 の いわ ゆる 4 大 監査 法人 を 、 
「 準 大 手 監査 法人 」 は 、 4 大 監査 法人 に 準ずる 規模 の 5 法人 を 、「 中 小 規模 監査 事務 所 ] は 、 大 手 監 査 法人 及び 準 大 手 監 査 法 人 以外 の 監査 事 
務 所 を 、 そ れ ぞ れ 指 す 。 
※3 「 令 和 2 年版 モニ タリ ング レポ ー ト 」 : https://www.fsa.go.jp/cpaaob/shinsakensa/kouhyou/20200714/2020 monitoring report.pdf 
※4 | 監査 事務 所 検査 結果 事例 集 ( 令 和 2 事務 年 度 版 ) 」 : 8 
https://www.fsa.go.jp/cpaaob/shinsakensa/kouhyou/20200714/2020 jireisyu.pdf 



































































































































政策 解 詳 ナ ー ZS©S©S 







































































(※ 本 稿 に お いて 意見 に 係る 部 分 は 筆者 の 個人 的 見 解 で あり 、 所 属 組 織 の 見 解 を 示す も の で は あり ませ ん 。 








画 金融 行政 モニ ター 制度 と は 


金融 庁 で は 、 こ れ ま で も 様々 な 手法 に より 金融 機関 や 一 般 の 方 々 か ら 、 金 融 行 政 に 関す る ご 意見 等 
を お 伺い し て お り ま し た が 、 金 融 機関 な どか ら は 、 聴 き 手 が 金融 庁 職 員 で ある こと に より 、 必 ず し も 
率直 な 意見 等 を 言う こと は 難し いと の ご 指摘 も ある と ころ で す 。 

この よう な 点 に 鑑み 、 人 金融 庁 で は 、 金 融 機関 及び その 職員 、 学 識 経 験 者 や シン クタ ンク 、 事 業 会 社 
を は じ め と する 金融 行政 に ご 意見 等 を お 持ち の 方 か ら 、 金 融 庁 職 員 で は な く 中 立 的 な 第 三 者 で ある 外 
部 専門 家 (以下 、「 金 融 行政 モニ ター 委員 ] (※) ) が 直接 に ご 意見 ・ ご 提言 ・ ご 批判 な ど を お 聞き 
する た め 「 金 融 行政 モニ ター 受付 窓口 」 を 設置 し 、 寄 せら れ た ご 意見 等 を 金融 行政 に 反映 で きる 仕組 
み を 構築 し て お り 、 平 成 28 年 1 月 29 日 より 運用 を 開始 し て いま す 。 


(※) 金融 行政 モニ ター 委員 (敬称 略 、 五 十 音 順 ) 【 令 和 2 年 9 月 1 日 現在 】 


井上 険 弁護 士 (長島 ・ 大 野 ・ 常 松 法律 事務 所 パー トナ ー) 
神 作 裕之 東京 大 学 大 学院 法学 政治 学研 究 科 教 授 
佐々 木 百合 明治 学院 大 学 経済 学部 長 ・ 教 授 
















































































永沢 裕美 フォ スタ ー・ フ ォ ー ラ ム (良質 な 金融 商品 を 育て る 会 ) 世話 人 
米山 高 東京 経済 大 学 経営 学部 教授 
和仁 高 裕 弁護 士 (モリ ソン ・ フ ォ ー ス ター 法律 事務 所 シニア ・ カ ウン セラ ー) 


画 寄せ られ た ご 意見 等 に つ 











いて 金融 行政 モニ ター の 流れ 
寄せ られ た ご 意見 等 に つい | ここ a 1 
で 陸 。 金融 行政 モニ タ ー 委 員 eS の 人 BK 
の 見 解 が 付 さ れ た 上 で 、 金 融 |! の A 2222 お 持ち の 方 
庁 幹部 職員 等 へ 届け られ ま 。。 1... Ee 
金融 制度 や 金融 庁 に 対す る 意見 ・ 提 言 ・ 4 富 
す 。 会 社 や 団体 等 を 代表 し た CE 往 剛 訂 
人 SI ーー 
意見 等 で は な く て も 提出 は 可 金融 庁 幹 部 等 
能 で す 。 p= 今後 の より 良い 金融 行政 
ご 意見 提出 の 際 は 、 そ の A 上 の た め に 活用 










際 、 意 見 提出 者 本 人 の 同意 が 
無い 限り 、 個 人 や 所 属 組 織 を 


! 寄せ られ た せら れ た 上 等 の 要 を 金 
! 融 庁 HP に 定期 的 に ! 
1 pean ! 
! の に 限り 公表 し 、 所 属 組織 や 個人 等 に ! 


金融 行政 モニ ター 委員 


(中 立 的 な 第 三 者 で ある 外部 専門 家 ) 


















































特定 で きる 情報 は すべ て マス Io 
キン グ 処 理 を 行い 、 匿 名 性 を 
厳格 に 担保 し て いま す 。 

お 寄せ いた だ いた 意見 等 に 関す る 金融 機関 内 で の 議論 等 が 金融 機関 等 の 検査 の 対象 と な る こと は あ 
り ま せん 。 


制度 の 実効 性 ・ 透 明 性 を 図る 観点 か ら 、 主 な 意見 等 の 概要 を 、 意 見 等 に 対す る 金融 庁 の 対応 と と も 
0 語 当 年 2 の EAA を 0 
(た だ し 、 所 属 組 織 や 個人 等 に 係る 情報 に つき まし て は 、 非 公表 と し て お り ま す 。) 
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画 金融 行政 モニ ター 委員 と 金融 店 幹部 と の 意見 交換 


金融 行政 モニ ター 制度 で は 、 金 融 行政 モニ ター 委員 が 窓口 (メー ル ) 等 に お いて 把握 し た 意見 等 に 
うい で 人 多 融 仙 蛋 三 多 三 生 上 只 に まる 当店 揚 当 者 へ の シラ イー ドリ ソック と 及川 に 庫 蜂 部 に 和 対面 (で イ 
ンプ ッ ト い た だ くべ く 、 制 度 発足 以降 年 1 回 の ペー ス で 意見 交換 会 を 開催 し て いま す 。 


令 和 元 年 度 に お いて は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 へ の 対応 等 を 考慮 し 、 倒 和 2 年 6 月 30 日 に 金 
行政 モニ ター 委員 と 当店 幹部 と の 意見 交換 の 場 を 設け まし た 。 当日 は 、 金 融 行政 モニ ター 委員 か ら 事 
前 に 伺っ た 論点 に つい て 、 担 当 よ り 説 明 の 後 、 意 見 交換 を 行い まし た 。 

金融 行政 モニ ター 委員 の 方 々 か ら は 、 

・ 新型 コロ ナウ イル ス 成 染 拡大 を 受け 、 金 融 機関 の 各種 手続 の 非 対 面 化 を 強力 に 促進 すべ き 。 関係 
省庁 と 連携 し て 、 金 融 機関 に 対す る 押印 廃止 の 働き か け に 取り 組む べき で は な いか 。 押印 の 見 直 
し に 関し て は 、 金 融 庁 の 内 部 手続 で も 押 EI が 残っ て お り 、 金 融 庁 自身 こう し た も の か ら 率 先 し て 
廃止 に 取り 組む べき 。 

・ 金融 庁 の ウェ ブ ペ ー ジ に つい て は 、 閲 覧 者 目線 で の ペー ジ 作 成 な ど 、 よ り 見 や すく する 工夫 を す 
る べき 。 

・ 意見 受付 窓口 に は 、 金 融 ADR 機 関 に お いて 適切 な 苦情 対応 が な され て いな いと の 意見 が 寄せ ら 
れ て いる 。 金融 A DR に つい て も 、PDCA を 回 し 、 継 続 的 に 改善 を 図っ て ほし い 。 

・ 金融 行政 モニ ター の よう な 枠組 み は 他 の 省庁 で は あま りみ られ な いも の で あり 、 大 変 意 義 な も の 
イン う 

な ど 、 当 庁 の 施策 の 参考 と な る 具体 的 な 意見 を 頂戴 し まし た 。 
































































































































【 豆 員 2 一 ヽ コ と ラー 
還 より よい 金融 行政 の 遂行 語 に 作 る 生生 年度 の 落 化 く 銀行 法 改正 に つなが っ た ケー ス > 
に 向け て 【 寄 せら れ た 意見 等 金融 庁 の 対応 】 




































































































































































銀行 法 上 、 銀行 の 事業 年 度 は 、 4 月 1 日 か ら 母国 本 店 の 事業 年 度 や 外国 銀行 支店 へ の 事務 負担 監 
翌年 3 月 31 日 まで と され て お り 、 外 国 銀行 支店 菅 実務 へ の 影響 等 を 踏ま え 検 討 を 行っ た 結果 、 平成 29 年 3 
SS コ ノー = も この 規制 の 対象 に な る が 、 当該 事業 年 度 は 、 月 3 日 、 第 193 回 国会 に 「 銀 行 法 等 の 一 部 を 改正 する 法律 」 
この よう に 、 金 融 行政 モニ 海外 本 店 の 事業 年 度 と 異な る 場合 が 多く 、 外 案 ) を 提出 し 、 外 国 銀行 支店 の 本国 の 事業 年 度 と 同一 の 
ター 制度 は 、 金 融 行政 全般 に 国 銀行 支店 で は 2 度 の 決算 作業 が 生じ る た め 、 期間 も 選択 で きる よう 、 銀行 法 を 改正 し た (平成 29 年 5 月 26 



































外国 銀行 支店 の 事業 年 度 を 本 店 の 事業 年 度 成立 ) 。 
関す る 率直 な 意見 G 提言 に 批 に 合わ せら れる よう 手当 て し て 頂き た い 。 
判 等 が 金融 行政 モニ ター 委員 現金 等 紛失 に 係る 不祥事 件 届出 の 金額 基準 の 撤廃 く 銀 行 法 施行 規則 改正 に つなが っ た ケー スン > 
か ら 金 融 庁 に 届け られ る 仕組 【 寄 せら れ た 意見 等 】 金融 庁 の 対応 】 






































































































































不祥事 件 届出 の 金額 基準 に つい て 、 法 令 銀行 等 に お いて は 、 預金 者 等 の 保護 の 観点 か ら 適 切な 

み と な っ て お り ま す 。 上 、 金銭 の 「100 万 円 以上 の 紛失 」 等 に つい て 業務 運営 を 行う 必要 が ある が 、 100 万 円 と いう 画 一 的 な 基 
5 届出 が 必要 と され て いる が 、 100 万 円 と いう 金 準 を 設け る こと の 妥当 性 に つい て 、 金融 機関 に お ける 事務 
寄せ られ た ご 意見 等 に つい | 祝 水 準 は 、 現 在 の 経済 情勢 に 鑑み て 低 す き ぎ の 効率 性 、 業 務 管 理 へ の 影響 な どの 視点 を 著 ま えて 検 計 

te 方 | る よう に 思わ れる 。 し た 結果 、 各 金融 機関 が 業務 の 特性 ・ 規模 等 を 勘案 し て 、 

て は 、 法 令 改 正 等 に 繋が っ た 2 式 的 な 金額 基準 を 廃止 し 、 業務 管理 上 重大 な 紛失 と し て 

生 壮 人 | ニナ 大 認め る も の を 届出 の 対象 と する よう 銀行 法 施 行 規則 等 を 改 

活用 事例 も あり ます 。 主 な 例 正 し た (平成 29 年 4 月 より 施行 ) 。 

と し て 、 右 記 の よう な も の が 


挙げ られ ます 。 

金融 庁 に お いて は 、 外 部 か ら の ご 意見 ・ ご 提言 ・ ご 批判 な ど を 受け る こと に よっ て 、 よ り よ い 金 記 
行政 の 遂行 を 目指 し て お り ま す 。 

金融 行政 モニ ター 窓口 は 、 こ うし た ご 意見 等 を 金融 庁 に 直接 お 寄せ いた だ く チ ャ ネル と し て 、 今 後 
も 積極 的 に ご 活用 いた だ きま す よ うお 願い いた し ます 。 

な お 、 長 年 金融 行政 モニ ター 委員 を 務め られ た 仏 百 合 先生 (株 式 会 社 日 本 総合 研究 所 理事 長 ) 及び 
神田 秀樹 先生 (学習 院 大 学 大 学院 法務 研究 科 教 授 ) が 、 本 年 8 月 31 日 を も っ て 退任 され まし た 。 金融 
行政 モニ ター 制度 立 上 げ 以降 、 両 先生 に は 大 変 お 世話 に な り ま し た 。 あ り が と う ご ざ いま し た 。 















































詳し く は 、 金 融 庁 ウェ ブサ イト の 「 金 融 行政 モニ ター」 を ご 参照 くだ さい 。 
参考 URL : https://www_fsa.go.jp/monitor/ 
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お 知ら せ 
石川 県 に お ける 
特別 保証 認定 ブロ セス の 電子 化 に つい て 























地域 課題 解決 支援 チー ム ※ は 、 石 川 県 に お ける 特別 保証 認定 プロ セス の 電子 化 の 取組 み を 伴走 支援 
の ん 





※ 地域 課題 解決 支援 チー ム と は 
金融 庁 の 「 政 策 オ ー プ ン ラ ボ 」 の 一 環 と し て 有志 職員 が 立ち 上 げた チー ム 。 全国 の 金融 機関 や 他 省 庁 お よび 地方 の 
公務 員 の 有志 と と も に 、 有 志 同 志 が 交流 する 場 「 ち いき ん 会 」 を 立ち 上 げた ほか 、 地 域 か ら 寄 せら れ た 地域 課題 に 対 


し て 、 地 方 と 中 央 、 官 と 民 の 結節 点 に な り 、 課 題 解決 に 向け た 協議 の 場 (ダイ アロ グ ) を 設け 、 課 題 解決 に 向け た 企 
画 ・ ス キー ム の 検討 ・ 実 現 を 支援 する 。 





【 取 組み の 経緯 】 
令 和 2 年 5 月 1 日 より 、 民 間 金 融 機関 に お ける 実 
質 無利子 ・ 無 担保 融資 の 取扱 が 開始 され 、 金 融 機関 
を 一 元 的 窓口 と し て ワン スト ッ プ で 各種 手続 き を 行 
うこ と で 、 迅 速 な 融資 実行 を 推進 する こと が 求め ら 
れ て いま し た (実質 無利子 ・ 無 担保 融資 の 実行 に あ 
た っ て は 、 売 上 減少 等 の 要件 に つい て 自治 体 か ら の 
認定 を 受け る 必要 が あり ます 。) 。 

し か し 、 | ちい きん 会 | の ネッ トワ ー ク を 通じ 
て 、 地 域 の 現場 か ら は 「 書 類 提出 や 訂正 の た びに 自 
治 体 窓口 に 行か な けれ ば な ら ず 、 多 大 な 移動 時 間 が 
発生 し て お り 、 ま た 、 自 治 体 窓口 で は 三 密 が 発生 し [ ダイ アロ グ の 風景 (一 部 オン ライ ン 参 加 ) ] 
る いや 「 自 治 体側 で も 、 認 定 書 の 郵送 手続 等 に 多大 な 
事務 ヨ ス ト が 発生 し て いる 」 等 の 声 が 多く 寄 世 られ まし た 。 

これ を 踏ま え 、 | ちい きん 会 | ネッ トワ ー ク に 参画 し て いる 中 小 企業 床 の メ ン バ ー に 相談 し た と こ 
ろ 、 実 質 無利子 ・ 無 担保 融資 手続 き の 電 子 化 等 で 、 事 務 効 率 化 に 資す る と 認め られ る 経費 に 対し て 補 
助 金 が 出る こと が 判明 し まし た 。 

ちい きん 会 ネッ トワ ー ク で 当該 補助 事業 を 全国 の 金融 機関 、 自 治 体 、 保 証 協 会 等 の メン バー に 共有 
し た と ころ 、 石 川上 県 に お いて 、 事 業者 の 資金 繰り WP に コロ ナ 褐 で 手続 上 
で の 課題 が 浮き 彫り に な っ て いる 業務 の 電子 化 に 取り 組み た いと いう 相談 が 寄せ られ まし た 。 

用 ここ で 、 短 川 県 山 。 A 
アロ グ の 場 を 設け 、 認 定 手 続き の 電子 化 に つい て 議論 を 重ね る こと で 、 合 意 形成 し て いき まし た 。 
特別 保証 認定 プ MP し て 、 認 定 申請 事務 の 簡素 化 お よび 迅速 化 、 融 資 実 行 ま で 





















































































































































































































































































































































の 期間 短縮 、 自 : 人 ける 三 密 回 避 等 が 挙げ られ ます 。 
今回 の 取組 み OE ショ ン が 進み 、 ニ ュー ノー マル へ の 適応 が 進む こと が 期 
GS ld 


【 取 組み の ポイ ント 】 

地域 課題 解決 支援 チー ム は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 拡大 に より 対面 で の 接触 が 制限 され る 中 に 
あっ て も 、ICT (情報 通信 技術 ) の 利 活用 に より 、 ち いき ん 会 ネッ トワ ー ク の 力 を 活用 すべ く 、 地 方 
と 中 央 、 官 と 民 の 結節 点 に な り 、 熱 意 あ る 有志 を つなげ る パイ プ 役 を 担い まし た 。 

今回 の 取組 み は 、 地 方 自治 体 、 金 融 機関 、 信 用 保証 協会 、 省 庁 と 関係 者 が 多岐 に 渡り まし た が 、 ダ 
a a 引 帳 陣 aiQ 集 ま コ た こく と か ら 3 ヶ 且 と いう 基 間 で 実現 に 生 り ま 
し 計 。 

地域 課題 解決 支援 チー ム は 、 地 域 の キー パー ソン を つなげ 、 議 論 の 場 を 提供 する こと 等 を 通じ て 、 
地域 経済 エコ シス テム の 形成 を 支援 し て いき ます 。 1 1 


















































お 知ら せ 4 
地方 創 生 応援 企画 ! ちい きん 会 スピ ン オ フ 
「 霞 が 関 ダ イア ログ 」 オ ン ラ イン 開催 


令 和 2 年 8 月 24 日 お よび 26 日 、 地 域 課 題 解決 支援 チー ム は 、 各 省庁 有志 と 協力 し て 「 霞 が 関 ダ イア 
ログ | ※ を オン ライ ン で 開催 し まし た 。 オ ン ラ イン な ら で は の 特性 を 活か し 、 北 は 北海 道 か ら 南 は 沖縄 
まで 全国 各地 か ら 参 加 が あり 、 2 日 間 で 延べ 人 数 約 300 名 の 金融 機関 職員 、 公 和 務 員 お よび 事業 者 の 方 々 
に ご 参加 いた だ きま し た 。 今回 は 「 コ ロナ 褐 に お ける 支援 制度 | を テー マ と し て 開催 し 、 各 省庁 が 地 
域 に 届け た い 支 援 制度 に つい て 議論 し まし た 。 


Ea Ea 





































































































中 小 企業 庁 これ か ら の 中 小 企業 支援 一 新型 コ 農林 水産 省 食 ビ ジネス を めぐ る 状況 と 政策 
ロナ 特例 リス ケ ジ ュ ー ル < 
3 = 内 閣 官 房 ま ち ひ と し 新型 コロ ナウ イル ス を デー タ で 
観光 店 宿泊 施設 へ の 支援 制度 六 お 抽 呈 光 衝 宝 議論 し よう ば 
出入 国 在 留 管理 庁 特定 技能 の すす め ~ 新 た な 時 代 の 環境 省 持続 可能 な 社会 づく り の た め の 
新た な 外国 人 材 の 受け 入れ 方 て ESG 地 域 金 衣 



































愉 | 自 居 時 まる 2 多 受 須 軸 庫 地域 に お ける 経営 人 材 の 活用 に つ 
ご と 創 生 本 部 事務 いて 副業 ・ プ ロフ ェ ッ ショ ナル 
局 ・ 金 融 店 人 材 戦略 一 








地域 ダイ アロ グ の 取組 み 一 民間 
金融 機関 に お ける 特別 保証 認定 
0 の 72 くし 5 








2 日 間 で 合計 8 つの テー マ が 提示 され 、 各 省庁 が 1 
テー マ に つき 10 分 の 持ち 時 間 を 使っ て プレ ゼン を 行っ 
た 後 、 参 加 者 は 関心 ある テー マ 毎 に 分 か れ て 2 回 の グ 
レレ セッ ンション を 有吉 発議 語る (Y ま だ 

前 回 開催 時 の アン ケー ト に て 「 ピ ッ チ 時 間 3 分 は 短 上 
い | と いう 意見 も あっ た こと か ら 、 今 回 は ピッ チ 時 間 を 骨 
10 分 と し 、 制 度 概要 の みな ら ず 制度 設計 の 背景 や 想い 
を 熱く 説明 し て も ら う こと で 制度 に 対す る 理解 を 深め ま 
RS 

参加 者 か ら は 「 濃 密 な 時 間 を 過ごせ た 」 「 翌 





店 
庁 の 実務 担当 者 に 問い 合わ せ 、 連 携 に 向け て 協議 する こ 
と が で きた 」 「 今 回 得 た 情報 を 取引 先 に すぐ に 提案 し 








写真 
計 








a 
た 」 等 の お 声 を いた だ きま し た 。 NN en 
今回 は 初 の オン ライ ン 開 催 で し た が 、 オ ン ラ イン で も 
双方 向 で の 対話 を 通し て ネッ トワ ー ク の 形成 が 可能 で あ 
る こと が わか り ま し た 。 


地域 課題 解決 支援 チー ム は 、 有 志 の ネ ットワーク を 通 
じ て 霞 が 関 と 地域 を つなぎ 、 各 省庁 が 有する 支援 制度 の 
2 1kPa 人 9990GG 二 MO5I 月 0 の ziG NG IO き 
まま 9 


各省 庁 の プレ ゼン の 様子 | 





























※ | 霞が関 ダ イア ログ | : 地域 課題 解決 支援 チー ム と 各省 
と 協 働 で 企画 し た も の で あり 、 人 金融 機関 お よび 自治 体 の 現場 職員 















































と 各省 庁 の 実務 担当 者 と の 対話 に より 、 地 方 創 生 を 目的 と し た 各 
省庁 施策 の 理解 を 深め 、 現 場 で の 施策 浸透 の 促進 を 図る も の 。 






























































先月 の 金融 庁 の 主 な 取組 み 
(2020 年 8 月 1 日 一 8 月 31 日 ) 











金融 審議 会 | 市 場 ワ ー キ ング ・ グ ルー プ 


スチ ュ ワ ー ド シッ プ ・ コ ー ド の 受入 れ を 表明 し た 機関 投資 家 の リ スト ( 令 和 2 年 7 月 31 日 上 
点 ) の 公表 (8 月 7 日 ) 


> 資金 決済 法 に 基づく 払戻 手続 実施 中 の 商品 券 の 発行 者 等 一 覧 を 更新 (8 月 11 


オン ライ ン シ ン ポジ ウム | 金融 経済 教育 と 資産 形成 の 未来 一 新型 コロ ナウ イル ス の 影響 を 踏ま 
えて 一 | の 動画 公開 (8 月 11 日 ) 


バー ゼル 銀行 監督 委員 会 に よる 市 中 協議 文書 | オペ レー ショ ナル ・ レ ジリ エン ス の た め の 諸 原則 
及び 0 の リス ク 管 理 の た め の 諸 原則 の 改訂 | の 公表 (8 月 13 目 


> IOSCO に よる 「 世 界 投資 者 週間 2020」 、 本 邦 で は 10 月 4 日 一 10 日 開催 予定 (8 月 21 日 ) 
エコ ノミ スト 紙 主 催 オ ン ラ イン パネ ルディ スカ ッ シ ョ ン に お ける 氷見 野 長 官 の 講演 に つい て 掲載 


(8 月 25 日 ) 












































































































































































































































国際 機構 
示 局 参事 宮 を 議長 = ミ 選 貼 i 














































































































































































・ Twitter 金融 庁 公 式 ア カウ ント 
https://twitter.com/fsa JAPAN 


・ LINE 公 式 ア カウ ント  「 金 融 庁 コロ ナ サポ ー ト ! 」 
https://www.fsa.go.1D/copyrightU20200526.html 回避 絡 回 


LINEID : @accessfsa2020 : 
URL : https://lin.ee/WPfVjAyU 






twitter 情 報 発 信 
強化 中 ! 



























編集 後記 
この 度 、 金 融 庁 広報 室長 を 拝命 致し まし た 境 と 申し ます 。 直 近 3 年 は 北京 に 赴任 し て いた の で す が 、 そ の 間 に 
も 広報 琶 で は 、2019 年 9 月 号 よ り ア クセ ス FSA も 大 きく リニュー アル され る 等 、 よ り 分 か りや すい 広報 ツー ル と 


し て 改革 を 進め て 参り まし た 。 前 任 の 和田 室長 の 路線 を 引き 継ぎ つつ 、 よ り 皆 様 に ご 参考 に な る 形 で 金融 庁 の 政 
策 を お 伝え で きれ ば と 考え て お り ま す 。 今月 号 も 様々 な 会 議 や 政策 解説 等 、 盛 り 沢山 な 内 容 と な っ て お り ま す 。 


金融 庁 広報 室長 境 吉 隆 
編集 ・ 発 行 : 金融 庁 広報 室 


是非 、 引 き 続 き お 手 に と っ て お 読み いた だ けれ ば と 思い ます 。 





